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平成19年度実地ヒアリングスケジュール（案）  

5月   6月   7月   8月   9月   10月   11月   12月   1月   

横浜市  岩手県   
秋田県  大分県  富山県  堺市  

秋田市   大分市  富山市  東大阪市   
島根県   群馬県  

仙台市  
鹿児島県  

宮城県  
神奈川県  大阪府  川崎市  

徳島県  茨城県  
鹿児島市  相模原市  高槻市  横須賀市  

大阪市  

元海道  
長野県  

千葉県  
高知県  

福島県  

札幌市  旭川市  千葉市  郡山市  
栃木県  

函館市  
長野市  高知市  

船橋市  
宇都宮市  

いわき市  

東京都  
宮崎県  

三重県  
長崎県  埼玉県  

本   省  （予備）                             宮崎市  
長崎市  川越市  

青森県  熊本県  岐阜県  
岡山県  

広島市  岡山市  沖縄県   
山口県  

青森市  熊本市  岐阜市  
倉敷市  

下関市  

福岡県  島県  奈良県  
山梨県  

石川県   香川県   

福岡市  福山市  奈良市  金沢市   高松市  

京都府  
愛知県  

静岡市  豊田市  福井県  山形県  
和歌山県  

鳥取県  
京都市  和歌山市  

豊橋市  

神戸市  
静岡県  

佐賀県  
兵庫県   新潟県   名古屋市   愛媛県  

浜松市  姫路市   新潟市   岡崎市   松山市   
滋賀県  

1．本省が実施する都道府県等に対する実地ヒアリングについては、上記スケジュールで実施する予定であるが、実施に当たって特別な事情等がある  
場合は、介護保険指導室宛に連絡していただくようお願いします。  

2．厚生局が実施する市区町村に対する実地ヒアリングについては、厚生局の組織体制及び社会福祉法人監査の見直し等を踏まえて、4月以降早期に  
実地ヒアリングスケジュールを確定する予定。   



介護保険関係指導監督結果報告書（案）  
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1－1  

監査（実地検査）の状況  

監査後の措置等  

指定基準違反・  

サービス種類  件数        不正請求等なく 適正に処理され  
改善勧告  

ていた  

（A）   （B）  （C）   （D）   （E）   （F）   （G）   

101  訪問介護   43   26   6   4   2   5   

102  訪問入浴介護   12   10   2   0   0   0   0   0   

103  訪問看喜蔓   23   18   2   0   0   

104  訪問リハビリテーション介護   25   19   4   2   2   0   0   

105  居宅療養管理指導   3   3   0   0   0   0   0   0   

106  通所介護   31   28   2   0   0   0   0   

5   2   0   

701  介護予防認知症対応型通所介護   2   2   0  U   U  0   

702  介護予防小規模多機能型居宅介護   5   3   0   0   0   0   

703  介護予防認知症対応型共同生活介護   2   2   0   0   0   0   0   0  

（小計）   9  7  0  0  0  0  

（合計）  321  260   43  21  19  5  2   16   

※1監査後の措置等については、監査の結果に基づき行った行政上の措置等について記入すること。   
（例）監査後に改善勧告→改善命令→指定取消の場合、それぞれの欄に1件として計上すること。   

※2 監査後の措置が次年度にまたがる場合については、該当する年度に対応して計上すること。   

（例）監査（H18．2．3）→改善勧告（H18．3．23）→改善命令（H18．4．21）→取消（H18．5．10）  

【平成18年度】件数1件、改善勧告1件 【平成19年度】改善命令1件、指定恥肖1件（※平成19年度には“件数”に1件を計上しないこと。）   



1－2  

改善勧告に係る状況調書  

No．   事業所名   事業者名   
改善勧告事由  

已定基準違反（関係条文   

Aグループホーム   特定非営利活動法人 A   条第3項第 号  H18．5．30   H18．6．8  2   

条第3項第 号  

2  B 居宅介護支援事業所   有限会社B  ／  営利法人／  居宅介護支援  厚令38第1q条第1項第 号  H19．3．2〆  

／   H  

3   

3  厚令 第J条第 項第 号  ／  

4  ／   円  厚令 第J条第 項第 号  ／  

5  ／   H  厚令 第J条第 項第 号  ／  

6  ／   H  厚令 第J条第 項第 号  ／  

項第 号  

い法人種軌  1 
「指定基準違反（関係条文）」l  

改善勧告の根拠条文を入力。  別シート“一覧表”  

を参照の上、入力  
すること   

改善勧告後の状況を下記の  
該当する“番号”を入力  

＊項目＊  

1：勧告→命令  

2：勧告→改善報告  

3：勧告→未確定  

4：勧告→その他  

公表を省略した場合  
は、入力不要です。  

別シート‘‘一覧表”  

を参照の上、入力  
すること  

電子媒体によるメールでの報告をお願います。なお、電子媒体での提出が困難な場合は紙媒体でも構いません。  

上記コメントのとおり  

改善勧告事由が2以上のものについては適宜、行を挿入の上対応すること。   

1．提出方法  

2．入力方法  

3．留意事項  



1－3  

改善命令に係る状況調書  

No．   事業所名   事業者名   

口  ヘルパーステーション C   C株式会社   

2   Aグループホーム   特定非営利活動法人 ほ10・13  H18．10．20   
厚令34第  

3  ／  H   厚令  第   条第 項第 号  以  
4  ／  〃   厚令  笥 条第 項第 号  

5  ／  厚令  弟 条第 項第 号／  
6  ／  厚令  諌 条第 項第 号／  

紳 項第 号／  

い法人種類」 川 t「指定基準違反（関係条文）」l  
改善命令の根拠条文を入力。  別シート“一覧表”を参  

照の上、入力すること   
改善命令後の状況を下記の該当  
する“番号”を入力  
＊項目＊  

1：命令→停止  
2：命令→取消  

3こ命令→改善報告  

4：命令→未確定  

聴聞手続きを省略し  
た場合は、入力不要  
です。  

別シート“一覧表”  

を参照の上、入力  
すること  

1．提出方法  電子媒体によるメールでの提出をお願います。なお、電子媒体での提出が困難な場合は紙媒体でも構いません。  

2．入力方法  上記コメントのとおり  

3．留意事項  改善命令事由が2以上のものについては適宜、行を挿入の上対応すること。   



1－4  

指定の効力全部又は一部停止処分に係る状況調書  

指定の効力の停止事由  
サービ   法人種類  聴聞年月日  停止年月日  事業者名  事業所名  

介護保険法  定基準違反（関係条  

1項第 2号  

1項第 3号  

1項第 3号  

厚令37第5 条第 2 項  

厚令37第19条第1項  

厚令37第20条第1項  
号  

厚令  第 条第  項  

第77条  

第77条  

第77条  

第77条  

第77条  

ロ 1ラ‾  

ロ ーヲ  

⊂：コ ち  

ロ ーヲ  

号  

訪問介護  営利法人  D訪問介護サービス  D株式会社  弟  

第1項第 5  

第1項第 6号  

号 厚令  第 条第  第 号  第77条  第1項第 5  D適所介護サービス  D株式会社  H19．1．12  

号 厚令37第60条第1  第77条  第1項第 2   第1号イ  E医療法  E訪問看護サービス  8．12．20  H19．1．22  

厚令  第 条第  第 条  第 項第 号  第  号  

第 項第 号  厚令  第 条第  第  号  第 条  

厚令  第 条第  第 号  第 条  第 項第 号  

厚令  第 条第  第 号  第  項第 号  第 条  

項第 号  

「経過」  
指定の効力の停止に至った経  
緯を下記の該当する“番号”で  

入力。  
＊項目＊  

1：報告等→停止  
2：報告等→勧告→命令→停止  

「指定基準違反（関係条文）」  
左記の「介護保険法」で人員・設備・運  
営基準違反で処分を行ったものにつ  
いては必ず入力すること。  
なお、人員・設備・運営基準違反以外  
で処分を行ったものについては入力  
不要です。  

「介護保険法」  
指定の効力の停止処分を行った根  
拠条文を全て記載。  
※人員・設備・運営基準違反で処分  

を行ったものについては必ず右記  
の「指定基準違反（関係条文）」の入  

力が必要です。  

「法人種類」  
別シート“一覧表”を参照  
の上、入力すること  

「停止内容」  
指定の効力の停止  
についで‘全部”“一  
部”を入力。  

「サービス種別」  
別シート“一覧表”を参  

照の上、入力すること  
「聴聞年月日」  
聴聞手続きを省略した場  
合は、入力不要です。  

1．提出方法  電子媒体によるメールでの提出をお願います。なお、電子媒体での提出が困難な場合は紙媒体でも構いません。  

2．入力方法  上記コメントのとおり  

3．留意事項  指定の効力の停止事由が2以上のものについては適宜、行を挿入の上対応すること。   



1－5  

指定取消処分に係る状況調書  

指定取消事由  
事業所名  事業者名  法人種類  サービス種類   聴聞年月日  取消年月日  

介護保険法  基準違反（関係条文  

第78条9第  1項第4号  

1項第5号  

1項第8号  

厚令34第90条第  

厚令34第98条第  

厚令  第 条第  

項第 号  

項第 号  

項第 号  

特定非営利活動法  
人 A  

域密着型共同  
生活介護   

Aグループホーム  第78条9  

第78条9  

定非営利法人  H19．1．19  

第114条 第…条  

第1項第2号  

第1項第9号  
介護療養型医療  

施設  
厚令41第2条第  

厚令  第 条第  1項第1号  項第 号  

医療法人 F  医療法  H19．2．8  H19．2．16  

第 条  第 項第 号  厚令  第 条第  項第 号  

第 条  第 項第 号  厚令  第 条第  項第 号  

第 項第 号  厚令  第 条  

第 項第 号  厚令  第 条  

第 項第 号  厚令  第 条  

「法人種類」  
別シート“一覧表”を参照  
の上、入力すること  

「介護保険法」  
指定取消処分を行った根拠条文を全  
て記載。  
※人員・設備・運営基準違反で取消  
処分を行ったものについては必ず右  
記の「指定基準違反（関係条文）」の  

入力が必要です。  

「指定基準違反（関係条文）」  

左記の「介護保険法」で人員・設備・運営基  
準違反で指定取消処分を行ったものについ  
ては必ず入力すること。  
なお、人員・設備・運営基準違反以外で処  
分を行ったものについては入力不要です。  

「経過」  
指定取消に至った経緯を下記の該当す  
る“番号”で入力。  
＊項目＊  

1：報告等→取消  

2：報告等→勧告→命令→取消  

3：報告等→勧告→命令→停止→取消  
4：報告等→停止→取消   

「サービス種別」  
別シート“一覧表”を参照  
の上、入力すること  

「聴聞年月日」  
聴聞手続きを省略した場合  
は、入力不要です。  

1．提出方法  電子媒体によるメールでの提出をお願います。なお、電子媒体での提出が困難な場合は紙媒体でも構いません。  

2．入力方法  上記コメントのとおり  

3．留意事項  指定取消事由が2以上のものについては適宜、行を挿入の上対応すること。  



2－1  

監査等に伴う返還金等状況調書（過誤調整による返還金）  

（単位：千円）   

返還指示額  
事業区分  

収納状況等  

事業所数   返還額   収納済額   収納未済嶺   

101け旨定訪問介護事業所  

指定訪問入浴介護事業所  

702  指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所 H  

703指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所  

計  

注1）返還指示額とは、都道府県・市町村が平成18年度に行った監査等において、「偽りその他不正の行為」と認められない場合  

及び錯誤（報酬基準等の解釈誤り、入力誤り、計算誤り等）により、事業者に対して過誤調整による返還を指示した額をいう。   

注2）収納状況等欄には、返還指示額に対する収納状況等を記入するものとする。  

注3）都道府県・市町村の監査等によらない事業者の自主的な自己点検による返還は含まないものとする。   



2－2  

監査等に伴う返還金等状況調書（法第22条第3項に基づく返還金）  

（単位：干円）   

返還指示額  加算請求額  
返還請求総額   

収納状況等  
事業区分  

事業所数   返還額   事業所数   返還額  収納済額   収納未済額   

（  

101指定訪問介護事業所  
）  （  ）      （  ）  （  ）  （  ）  

（  ）  （  ）      （  ）  （  ）  （  ）  102指定訪問入浴介護事業所  

（  ）  （  ）  （  

703 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所  

計   （  ）  （  ）      （  ）  （  ）  （  ）  

注1）返還指示額とは、都道府県・市町村が平成18年度に行った監査等において、法第22条第3項に基づく「偽りその他不正の行為」と認められる場合に、  
事業者に対して返還を指示した額をいう。  

注2）加算請求額とは、法第22条第3項に基づき、返還金に対して40／100の加算を行った額とする。  

注3）収納状況等欄には、返還請求総額に対する収納状況等を記入するものとする。  

注4）都道府県・市町村の監査等によらない事業者の自主的な自己点検による返還は含まないものとする。  

注5）保険者と事業者等の協議等により、過誤調整による返還の場合は、上段（）に記載し、納付書による返還の場合は下段に記載すること。  
なお、加算金を含む返還金の場合で、返還金部分は過誤調整により、加算金部分については納付書による場合等はそれぞれの欄に必要事項を  
記載すること。   



3－1  

集団指導の実施状況  

サービス種類  指導事項  実施回数   主たる内容   

口  人員、設備及び運営に関する事項   6  指定基準に関する基本的事項について  

口  居宅サービス（予防）  2  報酬請求に関する事項   6  初回加算の取扱いについて、リハビリテーション機能強化加算の取扱いについて、‥・  

3  その他（指定事務、制度の内容等）   3  指定の更新制度について、欠格事由について、・・・  

口  人員に関する事項   4  看護職具について、・・・  

事項   10  設備基準について（消防設備、防火設備等について）  

8  栄養マネジメント加算の取扱いについて、‥・  

3  その他（指定事務、制度の内容等）   4  指定の更新制度について、欠格事由について、＝・   

注1）「主たる内容」については集団指導で実施した具体的内容を簡潔に記載すること。   



3－2  

実地指導の実施状況  

サービス種類  実施回数   基準以外の主たる指導内容   

101  指定訪問介護事業所  

102  指定訪問入浴介護事業所  

103  指定通所介護事業所  

301  指定介護老人福祉施設  ノロウイルス等の感染症対策について（施設の取組状況、発生時の対応状況等）   

302  介護老人保健施設  ノロウイルス等の感染症対策について（施設の取組状況、発生時の対応状況等）  

703  介護予防認知症対応型共同生活介護  

合計  

注1）「実施回数」欄については、サービス種類欄の事業所等に対して実地指導を実施した事業所数とする。  

注2）「基準以外の主たる指導内容」欄については、実地指導マニュアルによる身体拘束及び高齢者虐待関係等以外の指導を行った  
場合に、実施した具体的内容を簡潔に記載すること。   



介護保険における指導結果等の現状  

45一   



指定取消等処分のあった介護保険事業所の内訳  

（平成12年4月分から平成18年12月分累計）  

作成 介護保険指導室  
【指定取消状況による分類】  

■‾■  、  ■   
指定取5  肖等件数  

都道府県   
事業者数  

事業所数   施設数   

：取消等処分が行われたケース   257（1）   398（2）   23   42（1）  

不正請求や指定基準違反により指定 取処分がわれたケ 

消等行ース   
243（1）   379（2）   22   

実態がなく指定取消等処分が行われ  

ヒケース   
7   14   19   

≡取消等を前提に聴聞通知書を  
i後、廃止届が提出されたケース   

12   23   35   2   

〉他、指定取消等に相当する事例と  
公表したケース   

0   

合 計   
42（1）   281（1）   434（2）   25   

注1）（）内の件数は「指定の効力の一部又は全部停止件数」の別掲。   

【サービス種別と法人種別による分類（事業所数）】  

法人種別  

特定非  合計  
営利法人   営利活 動法人  医療法人  社会福祉 法人  その他   

訪問介護  139   15  6   161   

訪問入浴介護   4   5   

訪問看護  10  4  2   16   

訪問リハビリテーション  2  2   4   

居宅療養管理指導  5  4   9   

通所介護  28く2）   5   4  38（2）   

通所リハビリテーション  7   3   4   14   

短期入所生活介護  3  3   

短期入所療養介護  6   4  10   

特定施設入所者生活介護   3  4   

福祉用具貸与   19  19   

特定福祉用具販売  0   

居宅介護支援  86   18   10   14   129   

介護老人福祉施設  0   

介護老人保健施設  2  2   

介護療養型医療施設  18  5   23   

知症対応型共同生活介護  ‖   3  14   

介護予防訪問介護   6   7   

介護予防通所介護   

合 計   307（2）   43   55   35   19   459（2）   

注1）（）内の件数は「指定の効力の一部又は全部停止件数」の別掲。  

注2）介護予防サービス（介護予防訪問介護、介護予防通所介護は除く）、地域密着型サービス、   
地域密着型介護予防サービスについては平成18年12月現在で取消等件数は報告されていない。  
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指定取消等処分のあった介護保険事業所の年度別内訳  

（平成12年4月分から平成18年12月分累計）   

【都道府県別による分類（事業所数）】  

平成   平成   平成   平成   平成   平成   平成   
12年度  13年摩  14年度  15年度  16年度  17年度  18年度   合計  

北5毎道   0   3   四   7   4   16   3 （）  44（）   
2   青森県   0   0   0   2   0   0   0 （）  2 （）   
3   岩手県   0   ○   0   0   2   1（）  4 （）   
4   宮城県   0   0   2  0   8 8 円  0 （）  11（）   
5   秋田県   0  0   I O 0   0   0   0 （）  0 （）   
6   山形県   0   0   0   0   2   0 （）  3 （）   
7   福島県   0   0   0   6   2   0 （）  9 （）   
8   茨城県   0   0   0   3   0   2   0 （）  5 （）   
9   栃木県   0   3   4   2   0 （）  11（）   
10   群馬県   0   4   3   2   0   2 （）  12（）   

埼玉県   0   6   2   0   0   ○   4 （）  12（）   
12   千葉県   0   0   0   6   0   2 （）  9 （）   
13   東京都   0   3   4   3   5   4   14（）  33（）   
14   神奈川県   0   0   0   3   1（）  6 （）   
15   新潟県   0   3   0   0   ○   0   0 （）  3 （）   
16   冨山県   0   0   2   0   0   ○   0 （）  2 （）   
17   石川県   0   0   0   0   0   0   0 （）  0 （）   
18   福井県   0   ○   0   0   2   10   0 （）  12（）   
19   山梨県   0   ○   0   ○   ○   0   0 （）  0 （）   
20   長野県   0   ○   0   4   0   0   ○ （）  4 （）   

21   岐阜県   0   0   3   3   3   0   0 （）  9 （）   
22   静岡県   0   ○   3   0   2   0 （）  6 （）   
23   愛知県   0   0   3   2   3   ○ （）  9 （）   

24   三重県   0   4   0   0   0   0 （）  5 （）   
25   滋賀県   0   0   3   7   2   2 （）  15（）   
26   京都府   0   3   30   12   10   0 （）  56（）   
27   大阪府   2   10   5   9   2   1（）  30（）   
28   兵庫県   0   2   0   4 （）  9 （）   
29   奈良県   0   0   2   ロ  ○  ○  3 （）  6 （）   
30   和歌山県   o 1 3 r O O O 0 （）  5 （）   
31   鳥取県   0   0   0   0   0   0   ○ （）  0 （）   

32   島根県   0   0   0   0   0   0   0 （）  0 （）   
33   岡山県   0   0   0   0   ○   2   0 （）  2 （）   
34   広島県   0   0   0   6   0   0   0 （）  6 （）   
35   山口県   0   0   2   0   0   0   0 （）  2 （）   
36   徳島県   0   ○   0   0 （  3 （）   
37   香Jtl県   0   0   2   2   ○   8   ○ （）  12（）   

38   愛媛県   0   0   0   0   2   2   0 （）  4 （）   
39   高知県   0   0   0   ○   0   2   ○ （  2 （）   
40   福岡県   0   ○   0   20   3   8   7 （  38（）   
41   佐賀県   0   0   0   0   2   0 （）  3 （）   
42   長崎県   0   3   0   0   0 （2  5 （2）   
43   熊本県   0   4   0 （）  8 （）   
44   大分県   0   0   0   0   5   0   ○ （）  5 （）   

45   宮崎県   2   0   3   2   2   3 （）  13（）   
46   鹿児島県   0   0   0   13   2   2   3 （）  20（）   
47 沖縄県  ○   0   0   2   0 （）  4 （）   

合計  7   30   90   105   81   96   50（2）  459（2）   

注）（こ ）内の件数は「指定の効力の一部又は全部停止件数」の別掲  
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